コソダテ　セタイ　ノ　ホイクショ　ニタイスル　ヒョウカ　コウゾウ　モデル　ノ　コウチク by 木梨, 真知子 et al.
38 低平地研究　No.22 June 2013
子育て世帯の保育所に対する
評価構造モデルの構築
木梨　真知子1　鳥辺　智美2　外尾　一則3
１．はじめに
１．１.　研究の背景と目的
　少子高齢化社会の到来，世帯構成の変化，女性
の社会進出，地域コミュニティの希薄化など，家
庭や地域を取り巻く環境が大きく変化している．
それに伴い子育て機能の低下等の問題が顕在化し
ており，子育てに対する公的・社会的支援のより
一層の拡充が求められている．このような背景を
受けて，国は少子化対策や次世代育成支援を重要
課題とし，児童福祉法等の一部改正や新待機児童
ゼロ作戦の策定，地域子育て支援の充実などを内
容とした保育所保育指針の改定を検討しており，
保育所における保育の質の向上について取り組み
が強化されようとしている1)．このように，保育
所のあり方が重要な検討課題となっているが，保
育所に対するニーズが多様化・高度化している昨
今では，保護者の意向を充分にふまえた総合的な
改善が求められている．
　以上のような課題はあるものの，国や自治体の
財政面を鑑みると，全ての保育所で多岐にわたる
サービスを不足なく提供することには限界がある．
そのため，今後の整備方針を決定する際には優先
的に改善していく項目を選定していくことが望ま
しいと思われる．また，利用者の意向を取り入れ
て整備方針を決定する場合，一般的には現在の評
価が低い項目やニーズの高い項目のみがクローズ
アップされがちであるが，他の項目の評価に高い
影響力を及ぼす項目に着目し，それらを優先的に
改善していくことで総合的評価の底上げが図られ
ると考えられる．
　以上をふまえて，本研究では保育を要する児童
を抱える保護者の保育所に対する評価を反映した
保育所整備の方策を検討する．具体的には，地方
都市に所在する保育所を対象とし，定量的に評価
指標間の相互関係を明らかにするとともに，ISM
法を用いた評価構造モデルを構築し，今後の重点
的整備項目を決定するうえでの基礎的知見を得る
ことを目的とする．
1.2.　既往の研究と本研究の位置づけ
　保育所整備あるいは子育て支援サービスに関す
る既往研究は社会福祉分野における蓄積が多く，
例えば佐藤・鈴木2)の研究例が挙げられるが，都
市計画・建築計画分野の研究としては，保育所の
整備拡充が出生動向や地域社会，個人のライフス
タイルにもたらす影響について分析した小野・大
村3)，保育所整備が共働き育児世帯に及ぼす影響
を明らかにした小林・石川4)，延長保育実施保育
所の配置計画について評価した宮澤5)，保育施設
の運営の方向性や運営様態について論じた山田ら
6 )の研究がある．これらの一連の研究からは，0
歳児受入れや保育時間が通園圏域の拡大に影響す
ることや，保育所配置計画に対する評価は提供
サービスや地域特性によって異なることが明らか
となっている．
　一方，保育所ニーズや保護者の意識に着目した
ものとしては，就労状況・職住構造の差による育
児環境および育児意識の関係性を示した山田ら7)，
保育所選択に関わる保育サービス内容を調査した
杉原ら8)の研究がある．これらの研究からは，保
育所ニーズに地域差があることや，保育内容や保
育士の対応を重要視する保護者が多いにもかかわ
らず，実際の保育所選択の際には保育環境を十分
考慮できる状況にないことが示唆されている．
　以上のように，保育所整備が子育て世帯のライ
フスタイルに影響を与える可能性や保育所ニーズ
について明らかになっている．しかしながら，保
護者の意向に基づき保育所に対する整備方針ある
いは優先的整備項目を具体的に示した研究は非常
に少ないといえる．
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２．研究方法
２．１.　調査概要
　本研究の調査対象には，低平地地方都市である
佐賀県佐賀市に所在する認可保育所を選定した．
佐賀市は，特に３歳未満の認可保育所への入所児
童数が増加傾向にあることを受けて（表-1），保
育サービスの充実および幼児教育の充実等の施
策を推進している自治体である9)．ここで「保育
所」とは，厚生労働省の管轄下にあり，児童福祉
法に基づき保護者が保育できない乳幼児または幼
児（生後57日以上の0歳児～小学校前）を保育す
るものと定められている．一方，「幼稚園」は文
部科学省の管轄下にあり，学校教育法に基づき満
３歳～小学校前の子供を保育するものである．本
研究で「保育所」を対象としたのは，共働き世帯
や父子世帯・母子世帯の増加に伴い乳幼児の受け
入れが可能な「保育所」に対する需要が高まって
いるためである．
　本研究では，保育所に対する評価の計測を目的
としてアンケート調査を実施した．調査票の設計
にあたって，まず保育所に対する評価指標の選定
を行った．保育所評価の基準としては，保育所が
提供するサービス・機能に関する価値（機能的価
値）のほか，保育所の立地やアクセスに関する価
値（場所的利用価値）および保育所を利用するこ
とで間接的に得られる価値（派生的価値）がある
と考えられる．これら３つの価値を具体的に示す
ものとして，既存調査等1),9)をもとに10項目を選定
し，これを保育所に対する評価指標とした（表 
-2）．アンケート調査では，この10指標について
「不満」から「満足」の5件法で質問した．この
回答から評価指標間の直接的影響および間接的影
響をISM法により解析し，保育所評価に対する意
識構造を明らかにする．
　調査は，保育所へ通う子どもの保護者あるいは
それに代わる成人の方を回答者とし，個人属性お
よび前述の内容から構成される調査票を当該地域
内で調査協力が得られた３施設に対して訪問留置
方式で実施した．調査時期は2011年12月20日から
2011年12月28日であり，348票の配布数に対して
表‐３ 　回答者属性
表‐2 　保育所評価のための指標
分類 評価指標 略称
Ⅰ．機能的価値 保育施設（建物や園庭）の充実度 FEF (Fully-Equipped with Facilities)
教育に対する方針 EC (Educational Concept)
教育サービスの充実 VES (Variety of Educational Services)
延長保育などを含む時間的な融通 WHF (Work Hour Flexibility)
アレルギー対応給食などの特別な対応 TFA (Treatment of Food Allergy)
保護者への対応や保育士の対応 CA (Child-minders’ Attitude)
Ⅱ．場所的利用価値 自宅から保育所までの距離 DFH (Distance from Home)
職場から保育所までの距離 DFW (Distance from Work)
保育所が通勤途中にある OWTW (On the Way to Work)
Ⅲ．派生的価値 保護者同士の交流 IWO (Interactions with other Parents)
質問項目 カテゴリー 度数 %
性別 男性 13 6.6%
女性 182 92.4%
年齢 20代 47 23.9%
30代 112 56.9%
40代 33 16.8%
50代 1 0.5%
60代以上 3 1.5%
子供からみた
続柄
父親 12 6.1%
母親 180 91.4%
祖父 1 0.5%
祖母 2 1.0%
世帯構成 核家族 136 69.0%
拡大家族 38 19.3%
父子または母子家庭 15 7.6%
その他 5 2.5%
保育所に通う
子どもの年齢
（複数可）
0 歳 6 3.0%
1 歳 32 16.2%
2 歳 55 27.9%
3 歳 48 24.4%
4 歳 42 21.3%
5 歳 40 20.3%
6 歳 37 18.8%
表‐1 　佐賀市認可保育所の入所児童数の推移
データ出所：佐賀市
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197票の有効回収数（有効回収率56.6%）を得た．
アンケート調査から得られた回答者の個人属性は
表-３のとおりである．
2.2.　分析方法
　ISM（Interpretive Structural Modeling）法は，
社会システム構造モデリング法の一つであり，問
題認識や構造化に適した分析手法である．具体的
には，グラフ理論を用いて要素間の関係について
階層構造を持った有向グラフにまとめるものであ
る10)．この利点として，複合化された要素の構造
を階層的に図示し，影響・被影響関係を明確にで
きることにある．先述のとおり，本研究では質問
紙票による利用者意向を用いてその関係性を解明
するが，一般的に各質問項目はなるべく相互に独
立であるよう設計されるものである．しかし実際
に項目間の独立性が保たれることはまれであるた
め，項目間には隠れた相互作用が存在する可能性
がある．
　分析の手順は，まず本研究で選定した10個の評
価指標からなる評価構造を，10個の要素で構成さ
れたあるシステムS={s1, s2, ……·, s10}ととらえ，要
素siがsjに直接に関係している場合を１，関係し
ていない場合を0とする．そのため，データの取
得にあたっては，因果関係をあらかじめ把握でき
るよう工夫する必要がある．通常，ISM法に用い
るデータ収集にあたっては影響・被影響の関係性
を一対比較で関係者に問う方法がとられるが，問
題構造をよく理解している関係者でなければ回答
が難しいなどの理由から，本研究では青木・川島
の分析例11)に倣い，評価指標間の偏相関係数およ
び重相関係数に基づき影響・被影響関係を特定す
る方法を用いる．偏相関係数に着目するのは，他
の項目の影響を排除するためである．
　このようにして得られた各要素間の関係の有
無を表現した行列は隣接行列Aと呼ばれ，システ
ムSの構造はn×nの二値行列で表すことができる．
隣接行列Aに単位行列Iを加え，ブール代数演算
のもと，
(A+I )k-1≠(A+I )k= (A+I )k+1=T
が得られるまで演算を行う．なお，Tは可到達行
列，Iは単位行列である．
　ここで，要素siから到達可能な要素の集合を
R(si)，siに到達する要素の集合をA(si)としたとき，
R(s)∩A(s)=R(si)を満たす要素の集合Siを求める．
Siはこれに属さずどの要素にも到達しない要素の
集合であり，最も上層の要素の集合（レベル１）
はS0となる．第１レベルの要素が決定したら，S
－S0に対する集合（第２レベル）を定め，以下同
様にして全てのレベルの集合を決定することによ
り，階層化有向グラフを求める．
３．結果と考察
3.1.　評価指標間の因果関係の特定
　まず，保育所に対する評価点の集計結果を図
-1に示す．これはアンケート調査で得られた回
答に対し，満足5点，やや満足4点，どちらとも
いえない３点，やや不満２点，不満１点として回
答者全体の平均値を算出した結果である．評価
点が高いのは「アレルギー対応給食などの特別
な対応（TFA）」や「教育に対する方針（EC）」，
「延長保育などを含む時間的な融通（WHF）」な
ど機能的価値に属する項目であったのに対し，評
価点の低い項目は「保護者同士の交流（IWO）」
や「教育サービスの充実（VES）」であった．し
かし前章で述べたとおり，本研究では評価点の大
小そのものには着目せず，これらの影響関係に着
目する．そのため，次に評価項目間の関係性を特
定するために評価指標間の偏相関係数を算出した．
表-4は数式１より導かれた偏相関係数行列を示
している．
                                     数式１
ここで，有意水準：p<.05のとき，rij,k≠i,j=1
　　　　　　　　　p>.05のとき，rij,k≠i,j=0
と置き換える．すなわち，評価指標間に関係性が
あれば１，関係性がなければ0を示すものである．
しかしこのバイナリ値は評価項目間に関係性があ
る可能性を示唆しているにすぎず，因果関係を示
すものではない．そのため，評価項目の重相関係
数の大きさを比較することで因果関係を判別し，
隣接行列Aを作成する．変数iに対する重相関係数
Rは，数式２のように定式化され，Ri>Rjであれ
ば項目iは影響項目と判別する．
            数式２
　なお，riiは相関係数行列rの逆行列の要素であ
る．以上の手続きから得られた各指標の重相関係
数Rおよび隣接行列Aは表-5のとおりである．
rij,k≠i,j=
-rij
�riirjj
 
Ri=�1-
1
rii
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3.2.　評価構造モデルの導出
　ここでは，表-5に示した隣接行列Aを用いて
ISM法による構造モデルの導出を行う．前章で
示した手続きに従い隣接行列Aをもとに可到達行
列Tを算出すると表-6に示すとおりになる．続
いて，R(s)，A(s)およびR(s)∩A(s)をそれぞれ求め，
各指標の影響関係のレベルをランク付けした．最
後に，有向グラフにおける各指標のパスの集中
度を表す「中心性（D+R）」を求めた（表-7）．
D+Rは，各指標においてR(s)に属する項目数と
A(s)に属する項目数の和で求められる．
　以上の手続きを経て，評価構造モデルは図-2
のとおりに導出された．
 
表‐4 　偏相関係数行列
表‐5 　隣接行列（A）と各指標の重相関係数（R）
図‐1 　各評価項目の平均点
表‐6 　可到達行列（T）
FEF EC VES WHF TFA CA DFH DFW OWTW IWO R
FEF 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.643
EC 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0.811
VES 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.797
WHF 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.597
TFA 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0.679
CA 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.779
DFH 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.400
DFW 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0.790
OWTW 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0.763
IWO 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0.760
FEF EC VES WHF TFA CA DFH DFW OWTW IWO
FEF 1
EC 1 1 1 1 1 1 1
VES 1 1 1 1 1
WHF 1
TFA 1 1
CA 1 1
DFH 1
DFW 1 1 1 1 1 1
OWTW 1 1
IWO 1 1 1 1
FEF EC VES WHF TFA CA DFH DFW OWTW IWO
FEF
EC 0.101 
VES 0.129 0.295*
WHF -0.017 0.112 0.145 
TFA 0.012 0.267* -0.074 0.224*
CA 0.172* 0.523* 0.077 -0.036 0.076 
DFH 0.033 0.054 -0.004 -0.102 0.147 -0.102 
DFW -0.029 -0.097 -0.090 0.112 0.169* 0.044 0.142 
OWTW 0.039 0.097 0.009 0.220* -0.108 -0.088 0.070 0.665*
IWO 0.210* -0.186 0.540* -0.114 0.188* 0.126 -0.005 0.221* -0.076 
* p<.05
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３．３.　評価構造モデルの解釈
　図-2に示したモデルは，影響関係が5レベルに
分類され，右に行くほど中心性の高い項目が配置
されている．このモデルの出発点となっている評
価項目はECとDFW，モデルの終着点となってい
るのはWHFやFEF，CAであり，全体の構造があ
る一定の因果関係によって成り立っていることが
分かる．これについての考察は以下4点である．
① 教育に対する方針（EC）」はモデルの出発点と
なっており，影響度が最も高く中心性も高い
項目である．これより，保育所評価の根底に
あるのは保育所の基本的機能である「預け」
サービスよりもむしろ，幼児に対する質の高
い教育的営みであるといえる．このことから
含意を読み取ると，昨今では核家族化や地域
コミュニティの希薄化等に伴い子育て世帯が
社会的に孤立化することで家庭内における教
育能力が低下しつつあり，保育所に対して教
育的側面がより一層求められるようになった
ことがモデルに反映されたと考えられる．
② 「延長保育などを含む時間的融通（WHF）」　
ならびに「保育施設（建物や園庭）の充実度
（FEF）」は，被影響度，中心性ともに高い．
このことから，この２項目は重要な整備項目
であるといえるが，一方で他項目の整備に伴
い評価全体の底上げが図られる可能性がある．
表‐7 　各指標のレベルと中心性
図‐2 　保育所に対する評価構造モデル
R(s) A(s) R(s)∩A(s) Level D+R
FEF FEF FEF,EC,VES,CA,DFW,IWO FEF 1 7
EC FEF,EC,VES,WHF,TFA,CA,IWO EC EC 5 8
VES FEF,VES,WHF,TFA,IWO EC,VES VES 4 7
WHF WHF EC,VES,WHF,TFA,DFW,OWTW,IWO WHF 1 8
TFA WHF,TFA EC,VES,TFA,DFW,IWO TFA 2 7
CA FEF,TFA EC,CA CA 2 4
DFH DFH DFH DFH 1 2
DFW FEF,WHF,TFA,DFW,QWTW,IWO DFW DFW 4 7
OWTW WHF,OWTW DFW,OWTW OWTW 2 4
IWO FEF,WHF,TFA,IWO EC,VES,DFW,IWO IWO 3 8
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③ 場所的利用価値に着目すると，「職場から保
育所までの距離（DFW）」は中心性が比較的
高く，モデルの出発点となっていると同時に
「保育所が通勤途中にある（OWTW）」に影
響を与えている．一方，「自宅から保育所ま
での距離（DFH）」はどの項目にも影響を与
えず，どの項目からも影響を受けない．その
ため，DFHは保育所評価に関して他との影響
関係を持たない完全に独立な項目であるとい
える．すなわち，保育所評価全体の向上を目
指すならば，特に職場との立地関係に配慮し
て保育所の適正配置に努めるべきであるとい
えよう．このことは，共働き世帯の増加に伴
い自己の仕事の都合を優先せざるを得ない保
護者が増加しており，仕事終了後すぐに子供
を迎えに行ける環境が必要とされていること
がモデルに影響したと推察される．
④ 「保護者同士の交流（IWO）」を経由せずには
到達できない評価項目があることに着目する
と，この項目は保育所利用から派生的に生じ
る価値ではあるものの，保育所評価の重要な
項目として位置づけられることを意味してい
る．このことから，保育所外における地域ぐ
るみの保護者支援のみならず，保育所自身も
率先して保育所内に交流の場や交流機会を設
けることが望ましいと考えられる．
４．まとめ
　本研究は，佐賀県佐賀市に所在する保育所を対
象としたアンケート調査に基づき，ISM法を用い
て子育て世帯の保育所に対する評価構造モデルを
導出した．その結果，定量的に評価指標間の相互
関係を明らかにするとともに，今後の重点的整備
項目について言及した．分析を通して，家庭に代
わる教育的側面の充実，職場との立地関係に配慮
した適正配置，保育所内における交流の場の設置
ならびに交流機会の創出が保育所の優先的整備項
目であり，これらの施策が保育所の総合的評価を
向上させる可能性があることを指摘した．
　本研究では用いる保育所評価に用いる指標を10
項目に限定したが，より厳密な構造モデルを導出
するには，保育所評価に関わる項目をさらに慎重
に選定する必要がある．
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